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研究要旨 

 月別人口動態系列（出生、死亡、都道府県間転出入）に含まれる季節性に

センサス局法（X-13-ARIMA-SEATS）を用いて対処したうえで、2000 年以

来、新型コロナウイルス感染症の流行が始まった 2020 年を経て、最小限の

タイムラグをおいた最新の人口動態の趨勢の変化を観察した。とくに、最初

の緊急事態宣言が発出された 2020 年 4～5 月前後に、人口動態系列の趨勢

の変化があったのか否かについて検証した。都道府県別に分析した結果を、

全国と三大都市圏に縮約し、主要なものを示した。 
 分析の結果、出生と死亡に全国的なショックが広範な地域で観察される傾

向にあり、2022 年 2 月以後の死亡には水準変化（死亡の持続的な拡大）が

起こっていることがあきらかになった。人口移動は地域によってかなり事情

が異なっており、2020 年 5 月の「新型コロナショック」は、すべての地域

で転入数・転出数の双方を減らしたものの、東京圏では転出減よりも転入減

が大きく転入超過数の減少をまねき、非大都市圏では転出減よりも転入減の

方が小さく転出超過数の縮小があったことなどがわかった。 
 詳しくは別添えの論文「2000 年代以降の全国と三大都市圏の別にみた月

別人口動態の趨勢」を参照されたい。 
 

Ａ．研究目的 
 本研究では 1995 年 1 月から 2024 年 11

月の「人口動態統計」による都道府県別出

生数と死亡数並びに 2000 年 1 月から 2025

年 3 月の「住民基本台帳人口報告」都道府

県間転入数と転出数を用いて、月別変動の

パターンを地域別に分析することを目的と

する。とくに、新型コロナ感染症の流行が

始まり、最初の緊急事態宣言が発出された

2020 年 4～5 月前後に、趨勢の変化があっ

たのか否かについて検証した。 

 
Ｂ．研究方法 
 新型コロナ感染症の流行以前から出生と

死亡については「人口動態統計月報」が約

5 ヶ月後、「住民基本台帳人口移動報告月

報」が調査月の 2 ヶ月後に、都道府県別の

実数が公表されており、最小限のタイムラ

グをおいた最新の人口変化の状況を知るこ

とができた。しかし、月次人口動態はすべ

ての系列（出生、死亡、人口移動）が顕著

な季節性を示すため、月別原系列から最新

の状況を読み取ることは容易ではなかった。

そのため、人口学領域では月別系列はあま

り用いられてこなかった。 

 本研究では経済統計に広く適用され一般

的・標準的な季節調整（季節成分分解）の

手法であるセンサス局法（最新の
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X-13-ARIMA-SEATS）を月別の人口動態

系列に適用し、季節性のパターンと一時的

な撹乱的変動を除去した中長期的な趨勢の

変化について分析した。 
 
Ｃ．研究成果 
 人口動態系列にセンサス局法

（X-13-ARIMA-SEATS）を適用するのに

あたり、分析手法に関するサーベイを行い、

これまで季節成分分解にあまりなじみのな

い人口学領域の研究者にとっても分析結果

の解釈を行うことができるようにセンサス

局法についての詳細な紹介を行った。 

 1995 年 1 月から 2024 年 11 月の「人口動

態統計」（確定数及び月報）による都道府県

別出生数と死亡数、並びに 2000 年 1 月から

2025 年 3 月の「住民基本台帳人口報告」（年

報及び月報）による都道府県間転入数と転

出数に対し、季節成分分解を行い、全国と

三大都市圏に縮約し、主要なものを取りま

とめた。 
 出生・死亡については、いくつかの地域

差もあるものの、後にみる人口移動と比べ

ると 2015 年以後の変化パターンは共通し

ており、全国的なショックが広範な地域で

観察された。死亡の場合、東日本大震災の

後 2021 年までは、2012 年 2 月を除いて、

極端に大きなショックはなかった。しかし、

2022 年 2 月に水準変化（死亡の持続的拡

大）がおこっていた。これ以後の期間では、

新型コロナ感染症の流行との関連でいうと

2022 年 1～3 月（第 6 波）や 2022 年 7～8
月（第 7 波）の時期に相当する、2022 年 8
月、2022 年 12 月、2023 年 1 月に断続的

に高水準の死亡ショックが発生していた。

ただし、これらのショックは、東日本大震

災が発生した 2011 年 3 月や、全国的にイ

ンフルエンザが流行した 1999 年 1 月には

及ばない水準であった。 
 。出生・死亡と異なり、人口移動は地域

によってかなり事情が異なり、複雑な変化

をした。最初の緊急事態宣言が発令された

2020 年 5 月の「新型コロナショック」は

全国的に都道府県間移動量を大きく減少さ

せた。この背後には、すべての地域におい

て、転出数と転入数の双方を減少させる一

時的なショックがあったことによる。ただ

し、地域によって転出減少と転入減少の相

対的な大きさが異なることにより、転入超

過数の変化は異なっていた。すなわち、総

じて人口集中が進んだ大都市地域において

転入数の減少幅が大きく、逆に非大都市地

域において転出数の減少幅が大きかった。

そのため、東京圏では転出減よりも転入減

が大きく転入超過数の減少をまねき、非大

都市圏では転出減よりも転入減の方が小さ

く転出超過数の縮小があったことがわかっ

た。また、東京都では 2020 年 4 月以後の

転入数の縮小、2020 年 7 月以後の転出数

の拡大のそれぞれに持続的な変化が生じて

いたため、2020 年前半に人口移動の趨勢の

変化が起こったことがわかった。 
 
Ｄ．結果の考察 
 新型コロナウイルス感染症が拡大した

2020 年以後に、それ以前と比べて趨勢の変

化があったのかを検討したところ、全国の

死亡については、2020 年の新型コロナウイ

ルス感染症の流行が始まった最初期に趨勢

系列は 2015～2019 年対数線型トレンドの

95％信頼区間の下限を僅かに下回った後

は増加速度を加速させ、2022～2023 年に

かけて死亡の持続的な拡大と一時ショック

の連続があったため、2022 年には信頼区間

の上限を上回った。こ 2020～2022 年と比

べると 2022 年末から死亡数の増加ペース

はやや緩やかになっているものの、以後

2024年11月までのところ95％信頼区間上

限から一定の距離を保って推移しており、

顕著な低下あるいは 2015～2019 年トレン
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ドへの回帰の傾向は示されていない。 
 全国の出生についても、2020 年以後の変

化に着目した分析の結果から、2015～2019
年の趨勢系列の線型の低下トレンドは

2022 まで継続したが、2023 年前半頃から

出生数の趨勢系列は線型トレンド予測値の

95％下限を下回り、2024 年 11 月現在にお

いても 2015～2019 年トレンドを下回って

推移していた。新型コロナウイルス感染症

への対策として人の接触が厳重に制限され

た頃、結婚が減少した。結婚の減少は若干

のタイムラグをもって第 1 子出生の減少を

招き、低次パリティ人口の低下が高次パリ

ティ出生数を減少させる（国立社会保障・

人口問題研究所 2023:p.30–36）という見

方と整合的な分析結果であり、新型コロナ

ウイルス感染症拡大の影響は 2023 年頃か

ら顕在化している可能性がある。 
 2020 年 5 月以後の人口移動の趨勢の変

化に関し、2015～2019 年転入超過数（趨

勢系列）の対数線型のトレンドからの乖離

に着目し分析を行ったところ、2015～2019
年の間は加熱を続けていた非大都市圏から

東京圏（なかでも東京都の変化が顕著だが、

3 県においても転入数は低下趨勢）へ向か

う「都心回帰」の人口移動の趨勢が、2020
年前後に減速したことが示唆された。 
 
Ｅ．結論 
 出生・死亡・人口移動という人口動態の

なかでも 2022 年以後は死亡の変化が著し

くなっており、新型コロナウイルス感染症

拡大前（2015～2019 年）の出生・死亡の

趨勢系列は概ね単調な増減を示していたが、

コロナ渦以後の死亡数は新型コロナウイル

ス感染症の流行の波に沿った周期的な動き

を示すようになっている。地域差も相対的

には大きくなっているようにみえ、慎重な

モニタリングの継続が望まれる。 
 直近の人口移動の動向についても、東京

圏（東京都）における転出数は新型コロナ

前の水準に概ね戻っており水準変化（LS）
は解消に向かっているとみられる一方、転

入数の戻りは遅い。「新型コロナショック」

後の調整は現在も続いているものと見られ

るため、地域人口動態の継続的なモニタリ

ングとより精緻な分析への深化が不可欠で

ある。 
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